
ＳＯＭＰＯケア株式会社

（単位：百万円）

科　　　目 科　　　目

流　動　資　産 36,647 流　動　負　債 30,937

現 金 及 び 預 金 10,753 営 業 未 払 金 2,432

営 業 未 収 入 金 15,715 リ ー ス 債 務 3,674

前 払 費 用 2,775 未 払 金 9,431

未 収 金 7,314 未 払 費 用 2,171

そ の 他 121 未 払 法 人 税 等 1,773

貸 倒 引 当 金 △ 32 前 受 金 4,711

固　定　資　産 106,968 預 り 保 証 金 ( 短 期 ） 4,563

 有 形 固 定 資 産 70,724 預 り 金 316

建 物 24,417 賞 与 引 当 金 1,723

構 築 物 420 役 員 賞 与 引 当 金 16

車 両 運 搬 具 1 そ の 他 123

工 具 器 具 備 品 1,134 固　定　負　債 53,670

土 地 7,718 リ ー ス 債 務 40,867

リ ー ス 資 産 34,537 資 産 除 去 債 務 1,600

建 設 仮 勘 定 2,493 預 り 保 証 金 10,644

 無 形 固 定 資 産 14,403 退 職 給 付 引 当 金 16

ソ フ ト ウ エ ア 2,628 長 期 未 払 費 用 489

借 地 権 1,229 そ の 他 52

の れ ん 10,454

そ の 他 90

 投資その他の資産 21,841 84,608

関 係 会 社 株 式 63

長 期 貸 付 金 150 株　主　資　本 59,008

前 払 年 金 費 用 145  資       本       金 3,925

長 期 前 払 費 用 1,978  資　本　剰　余　金 14,509

差 入 保 証 金 15,325 資 本 準 備 金 4,166

更 生 債 権 等 108 そ の 他 資 本 剰 余 金 10,343

長 期 預 け 金 525  利　益　剰　余　金 40,573

繰 延 税 金 資 産 3,636 そ の 他 利 益 剰 余 金 40,573

そ の 他 0 繰 越 利 益 剰 余 金 40,573

貸 倒 引 当 金 △ 92 59,008
143,616 143,616

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

金　　　額

純　　資　　産　　の　　部

資　　産　　の　　部

貸借対照表
2024年３月31日　現在

負　　債　　の　　部

負 債 合 計

金　　　額

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計
純 資 産 合 計



ＳＯＭＰＯケア株式会社

（単位：百万円）

営　　業　　収　　入 145,931

営　　業　　原　　価 117,062

営 業 総 利 益 28,869

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 20,023

営 業 利 益 8,846

営 　業 　外 　収 　益

受 取 利 息 90

補 助 金 収 入 1,073

雑 収 入 161 1,325

営 　業 　外 　費 　用

支 払 利 息 1,955

支 払 保 証 料 29

雑 損 失 17 2,002

経 常 利 益 8,169

特　　別　　利　　益

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 147 147

特　　別　　損　　失

合 併 関 連 費 用 61

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 損 736

減 損 損 失 539 1,337

税 引 前 当 期 純 利 益 6,979

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,403

法 人 税 等 調 整 額 43 2,446

当 期 純 利 益 4,532

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

損益計算書

自　2023年４月 １日　　至　2024年３月31日

科　　　目 金　　　額



ＳＯＭＰＯケア株式会社

（単位：百万円）

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益
剰 余 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 3,925 4,166 10,343 14,509 39,404 57,839 57,839

誤謬の訂正による累積的影響額 △ 563 △ 563 △ 563

誤謬訂正後当期首残高 3,925 4,166 10,343 14,509 38,840 57,275 57,275

当期中の変動額

　剰余金の配当 △ 2,800 △ 2,800 △ 2,800

　当期純利益 4,532 4,532 4,532

当期中の変動額合計 1,732 1,732 1,732

当期末残高 3,925 4,166 10,343 14,509 40,573 59,008 59,008

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

株 主 資 本

株主資本等変動計算書

自　2023年４月 １日　　至　2024年３月31日

純 資 産
合　計

資 本 金

資 本 剰 余 金

株 主 資 本
合 計

資 本 準 備 金
そ の 他 資 本

剰 余 金
資 本 剰 余 金

合 計
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ＳＯＭＰＯケア株式会社

個 別 注 記 表

自 2023 年４月 １日

至 2024 年３月 31日

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式……………移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

    なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物………………………………３年～50年

工具器具備品…………………………………３年～18年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は次のとおりであります。

自社利用のソフトウエア………………５年（社内における利用可能期間）

のれん……………………………………20 年

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

  ス・リース取引のうち、リース取引開始日が 2008 年３月 31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金……………………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

② 賞与引当金……………………………… 従業員に対する賞与の支給に備えるため、

支給見込額のうち当事業年度に負担すべき

金額を計上しております。

③ 役員賞与引当金………………………… 役員に対する賞与の支給に備えるため、支
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給見込額のうち当事業年度に負担すべき

金額を計上しております。

④ 退職給付引当金（前払年金費用）…… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年

度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。年金

資産が退職給付債務を上回る部分につい

ては、前払年金費用として固定資産に計上

することとしております。また、数理計算

上の差異は、発生の翌事業年度から定額法

により３年間で按分した額を費用処理す

ることとしております。過去勤務費用は、

定額法により２年間で按分した額を費用

処理することとしております。

(4) 収益及び費用の計上基準

介護施設入居者等に、介護付きホームなどでの各種介護サービスや、入居者への福祉

用具販売サービスが提供された時点で履行義務が充足され、当該履行義務を充足した時

点で収益を認識しております。

なお、介護施設入居者等に対するサービスについて、顧客への財又はサービスの提供

における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕入

れ先に支払う額を控除した純額で収益を認識することとしております。

(5) 消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。なお、資産に係る控除対象外消費税等については、

５年間で均等償却しております。

(6) グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しております。

＜追加情報＞

(利益剰余金期首修正)

前事業年度において計上されていた以下の誤謬の訂正による累積的影響額により、

株主資本等変動計算書の利益剰余金期首残高は 563百万円減少しております。

内訳は以下のとおりであります。

営業未収入金の過少計上                     273 百万円

未払費用の過少計上                       △713 百万円

未払法人税等の過少計上                     △123 百万円

計                               △563 百万円
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２．重要な会計上の見積りに関する注記

(1) 入居一時金の償却

① 当事業年度に計上した金額  4,881 百万円

② その他の情報

想定入居期間に基づき、定額償却しております。

なお、主な想定入居期間は５年であります。

(2) 固定資産の減損

① 当事業年度に計上した金額   539 百万円

② その他の情報

以下の前提に基づき、減損処理を行っております。

  将来キャッシュ・フロー：入居率・利用者数等による事業計画に基づき算定

  本社等の間接費用   ：各事業所の売上規模に基づき配賦

これらの前提は将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、翌事業

年度以降、認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 関係会社に対する金銭債権債務は次のとおりであります。

関係会社に対する金銭債権                  268 百万円

関係会社に対する金銭債務                   1,526 百万円

(2) 役員に対する金銭債務

該当事項はありません。                

(3) 担保に供している資産及び担保に係る債務

該当事項はありません。

(4) 有形固定資産の減価償却累計額                68,843 百万円

４．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高   営業取引

営業収入          224 百万円

営業原価        12,842 百万円

販売費及び一般管理費   559 百万円

営業取引以外の取引           

  雑収入等              21 百万円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式 20,079,745 株 －株 －株 20,079,745 株

(2) 当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

  該当事項はありません。

(3) 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たりの配当額 基準日 効力発生日

2024 年 3 月 27 日

取 締 役 会
普通株式 2,800 百万円 139 円 44 銭

2023 年

12 月 31 日

2024 年

3 月 31 日

６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。

営業未収入金に係る顧客の信用リスクは、国民健康保険団体連合会に対する債権及

び施設入居者や在宅サービス利用者に対する債権に区分し厳正に管理し、リスクの軽

減を図っております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2024 年３月 31 日（当事業年度末）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額については、次のとおりであります。なお、現金及び預金、営業未収入金及び未払金

については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略

しております。

（単位：百万円）

貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額

① 差入保証金 15,325  12,971  △2,353  

② リース債務 (44,541) (51,867) 7,325  

(＊)負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法

① 差入保証金

差入保証金については、その将来キャッシュ・フロー期間に応じた国債の利回り等

適切な指標で割り引いた割引現在価値法により算定しております。

② リース債務

   リース債務については、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシ

ュ・フロー期間と、支払期日までの期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引

現在価値法により算定しております。
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７．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

資産除去債務            1,203 百万円

入居金償却             649 百万円

賞与引当金            532 百万円

リース資産減損損失          511 百万円

減損損失                          477 百万円

リース債務              466 百万円

未払費用（処遇改善）         374 百万円

未払事業税             171 百万円

地代家賃               164 百万円

建設協力金             125 百万円

その他           527 百万円

繰延税金資産 小計         5,206 百万円

評価性引当額            △ 214 百万円

繰延税金資産 合計        4,991 百万円

繰延税金負債

リース資産              △610 百万円

固定資産                          △443 百万円

建設協力金             △251 百万円

その他                           △ 49 百万円

繰延税金負債 合計       △1,355 百万円

繰延税金資産の純額          3,636 百万円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異が

あるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率                                 30.6％

（調整）

住民税均等割                                   6.0％

評価性引当額の増減                            △6.5％

抱合せ株式消滅差損                          2.6％

その他                                      2.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率             35.1％
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８．リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、主として施設用土地及び建物の一部については、

所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

期末残高相当額

勘定科目
取得価額

相当額

減価償却累計額

相当額

減損損失累計額

相当額

期末残高

相当額

不動産

(土地・建物)
8,485 百万円 7,044 百万円 209 百万円 1,231 百万円

計 8,485 百万円 7,044 百万円 209 百万円 1,231 百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内                                                    435 百万円

１年超                                                  1,178 百万円

計                                                      1,613 百万円

リース資産減損勘定事業年度末残高                           20 百万円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料                                              587 百万円

リース資産減損勘定の取崩額                                 25 百万円

減価償却費相当額                                          379 百万円

支払利息相当額                                            68 百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(5) 支払利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっております。

９．賃貸等不動産に関する注記

該当事項はありません。
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１０．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１） 当社の介護施設の入居金返還債務に係る取引銀行の支払承諾に対して、連帯保

証契約を締結しております。当該契約において保証料は支払っておりません。
（注２） 当社の介護施設の建物賃貸借契約に係る賃料支払に対し連帯保証を受けてお

りますが、保証料は支払っておりません。

（2）子会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１） 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

なお、担保の受入はありません。
（注２） (株)ネクサスケアは当社との合併の結果、2023 年 10 月 1 日をもって子会社に

該当しなくなりました。
取引金額及び期末残高は前月末日までの取引高及び残高を記載しております。

１１．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額                    2,938 円 70 銭

(2) １株当たり当期純利益                     225 円 73 銭

１２．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

１３．その他の注記

企業結合等に関する注記

（共通支配下の取引等）

種 類
会 社 等 の

名 称

資 本 金

又 は

出 資 金

(百万円)

事 業 の

内 容

議 決 権 等

の 所 有

( 被 所 有 )

割 合 ( ％ )

関連当事者

と の 関 係
取 引 の 内 容

取 引 金 額

( 百 万 円 )
科 目

期 末 残 高

( 百 万 円 )

親会社

ＳＯＭＰＯ

ホールディン

グス（株）
100,045

保険持株

会社

被所有

(直接)

100.0％
債務被保証

支払承諾に伴う

被保証（注１）
（被保証額）

9,770
  -   -

介護施設の建物賃

貸借契約の賃料相

当額の被保証

（注２）

（被保証額）

21,523
  -   -

種 類
会 社 等 の

名 称

資 本 金

又 は

出 資 金

(百万円)

事 業 の

内 容

議 決 権 等

の 所 有

( 被 所 有 )

割 合 ( ％ )

関連当事者

と の 関 係
取 引 の 内 容

取 引 金 額

( 百 万 円 )
科 目

期 末 残 高

( 百 万 円 )

子会社
(株 )ネクサ

スケア
50 介護事業

所有

(直接)

100.0％

資金の援助

役員の兼任

資金の貸付 -

長期貸付金 2,170

資金の回収 -

利息の受取

（注１）
13 -   -
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(1) 取引の概要

① 結合当事企業の名称、事業の内容及び企業結合日

結合当事企

業 の 名 称

株式会社みなけあ新座 ＳＯＭＰＯケア平和

公園株式会社

株式会社ネクサスケア

事業の内容 サービス付き高齢者

向け住宅、デイサービ

ス事業、訪問看護事

業、訪問介護事業の運

営及び管理

介護付きホーム、デイ

サービス事業、訪問介

護事業、訪問看護事

業、居宅介護支援事業

の運営及び管理

介護付きホーム・シニ

ア住宅の企画・建設・

運営、訪問介護事業、

その他各事業に付帯

する一切の業務

企業結合日 2023 年８月１日 2023 年９月１日 2023 年 10 月１日

② 企業結合の法的形式

ＳＯＭＰＯケア株式会社を存続会社とし、株式会社みなけあ新座、ＳＯＭＰＯケ

ア平和公園株式会社及び株式会社ネクサスケアを消滅会社とする吸収合併によ

ります。

③ 結合後企業名称

ＳＯＭＰＯケア株式会社（当社）

④ その他取引の概要に関する事項

グループにおける介護事業のさらなる一体化を進めるとともに、グループ経営資

源の有効な活用によって、地域のお客さまにより一層品質の高い介護サービスの

提供を行い、幅広いニーズへの対応と地域社会との連携強化による持続可能なサ

ービス提供体制の強化を目指します。

(2) 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21号 2019 年１月 16 日）及び「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指

針第 10 号 2019 年１月 16 日）に基づき、共通支配下の取引として処理をしており

ます。


